
事業概要 

モデル事業名 被災者（府内及び現地）の孤立防止や課題解決支援のための総合的相談・支

援体制整備事業 

分類 □一般枠  ■震災対応案件 

事業実施主体

名 

大阪府内被災者相談支援協議会 

実施期間 平成 23年７月 29日～平成 24年３月 31日 

 

支援額 金 2,287,000円 

マルチステー

クホルダー

（会議体）の 

取組状況 

財団法人大阪府人権協会、大阪府（府民文化部人権室）、関西被災者支援相

談ネットワーク 

目的・趣旨 

 

 

本協議会は、「東日本大震災」により大阪府内に避難されている方々（以下、

「避難者」という。）等に対し、相談及び支援並びに啓発を行うことにより、

被災者の孤立を防止し、もって安心して暮らせる大阪の実現をめざす。 

事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）大阪府内在住の避難者等に対する相談及び支援 

２）大阪府内在住の原子力発電所事故による避難者等に対する偏見や差別の

払拭 

３）その他目的の達成に必要なこと 

 

具体的な内容 

①被災者向けフリーダイヤル電話相談から支援 

◎フリーダイヤルでの電話相談 

毎週火曜日 14時から 20時までフリーダイヤルによる電話相談を開設。 

◎専門家の派遣（問題解決のために必要な専門家につなぐ） 

◎Eメールでの相談 

◎市町村や人権相談ネットワーク等との連携 

◎里帰り困難者等への同行支援 

②被災者同士のコミュニティ作りの支援 

◎孤立しがちな被災者へのつながりづくり 

◎被災者と地域とのつながりづくり 

③原子力発電所近辺からの避難者に対する偏見や差別の防止 

 ◎「福島差別を考えるシンポジウム」の開催 

◎リーフレットの作成 

 

 


